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「地方創生」とは

加速度的に進む日本全体の人口減少は、日本の経済社会にとって大き

な重荷であり、今後も続くと推計される東京圏への人口流入に起因す

る、地方から始まり都市部へと広がる人口減少の是正のため、各地域

の人口動向や将来の人口推計(地方人口ビジョン)、産業の実態や、国

の総合戦略などを踏まえた、地方自治体自らによる「地方版総合戦

略」の策定と実施に対して、国が情報・人材・財政の各種支援を、地

方の自立性、将来性、地域性、直接性、そして結果重視の原則に即し

て行い、地方における安定した雇用の創出や、地方への人口の流入、

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ、時代に合った地域を

つくり、地域間の連携を推進することで、地域の活性化とその好循環

の維持の実現を目指すとしている。

（出所：Wikipedia）
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ローカル・アベノミクスの3本の矢

（出所：Wikipedia）

 情報：RESASによるビッグデータの提供

 財政：加速度交付金等による国から地公体向けの財政支援

但し、有期であることに注意が必要

 人材：RESASマスター（仮称）の創設、E-Learning Collegeの創設
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前提となる人口推計

（出所：Wikipedia）



地方創生関連施策の構成

5（出所：内閣府）



長期ビジョン・総合戦略

6（出所：内閣府）



「地方人口ビジョン」・「地方版総合戦略」策定のポイント
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 すべての都道府県及び市町村は、平成27年度中に「地方人口ビジョン」

「地方版総合戦略」の策定に努める。

 地域経済分析システム（ビックデータ）等を活用し、地域特性を把握し

た効果的な政策立案。

 明確な目標とKPI（重要業績評価指標）を設定し、PDCAサイクルによる

効果検証・改善。

 地方公共団体を含め、産官学金労言、女性、若者、高齢者などあらゆる

人の協力・参画を促す。

 地方議会も策定や検証に積極的に関与。

 各々の地域での自律的な取組と地域間連携の推進

（出所：内閣府）



平成28年度地方創生関連国家予算
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地方創生を後押しする新型交付金（国から地公体へ）
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国が狙っている各地の地方創生事業



地方創生の現場 その１
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 ビッグデータの過信が蔓延している。
データにて判断する姿勢は良いことながら、より複雑なデータとなるだけ
にデータの解釈のノウハウが何よりも重要となっている。

 人口減少を止める有効策は見つかっていない。
人口ビジョンにおいては合計特殊出生率1.80を前提に作成するケースが
大半？
必然と若い女性の流入人口増策に焦点があたる。

 産業振興策も新しいアイデアも少ない。
既存内の業企の移転防止策に力点が置かれる。（採用問題が深刻）
産学連携は随分と進展している。
今後は、造ったものを賢く売る「域内商社機能」の強化が求められる。
また、゛電気“自動車の普及に伴い自動車産業クラスターの再編が一大
テーマとなってくる。



地方創生の現場 その２
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 農林水産業の6次産業化が今後の成長分野となる。
域内加工と、輸出あるいは輸入品代替による付加価値の域内取り込みを狙
う。

 観光振興は全国で一大ブームになっている。
Destination Management Organizationがキラーアイテムになっている。
今後、地域観光競争が激化する。

 広域連携による財政逼迫への備えを模索する。
今後の財政逼迫下において公共施設の適正管理と地域力の向上においては、
広域連携は不可避となる。



武蔵野市への示唆
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 今の街の人気に慢心せず、若い女性からの「住みよい街」ニーズを取り
込む弛まない努力が必要である。

 農林水産業の6次産業化と産業振興において、製菓は有望コンテンツであ
る。この集積の後押しが求められる。

 DMOにおいて、広報戦略とイベント戦略の研ぎ澄ましを検討する。

 武蔵野市を代表するイベントの創設・育成（イメージの強化）が望まし
いのではないか?

例：青森県のねぶたまつり周遊、アニメの舞台

 15万人の人口規模の限界を認識し広域連携を模索するか、現在の密度の
濃い都市行政を維持するか。


